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本物質は、パイロット事業（化学物質の環境リスク評価 第１巻）において環境リスク初期

評価結果を公表した後、第 10 次取りまとめにおいて生態リスクについて異性体ごとの知見を収

集した上で初期評価結果を公表した。今回、健康リスクについて新たな知見が得られ、新たな

環境実測データ（大気、室内空気）も得られたため、改めて健康リスクの初期評価を行った。 

 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：キシレン 

（別の呼称：ジメチルベンゼン、メチルトルエン、キシロール） 
CAS 番号：95-47-6（o-キシレン） 

108-38-3（m-キシレン） 

106-42-3（p-キシレン） 
1330-20-7（キシレン） 

化審法官報公示整理番号：3-3（キシレン） 
化管法管理番号：80（キシレン） 
RTECS 番号：ZE2450000（o-キシレン） 

ZE2275000（m-キシレン） 
ZE2625000（p-キシレン） 
ZE2100000（キシレン） 

分子式：C8H10 

分子量：106.17 
換算係数：1 ppm = 4.34 mg/m3（気体、25℃） 
構造式： 
 

o-キシレン        m-キシレン        p-キシレン 
 

 

（2）物理化学的性状 

本物質は常温で無色透明の液体で、揮発性物質である 1)。 

 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

融点 
-25.16℃ 2)、-25℃ 3) , 5)、

-25.182℃ 4)、-25.2℃ 6) 

-47.85℃ 2)、-47.4℃ 3)、 
-47.872℃ 4)、-48℃ 5)、 
-53℃ 5)、-47.9℃ 6) 

13.3℃ 2), 6)、13～14℃3)、

13.263℃ 4)、13℃ 5) 

沸点 

144.4℃ (101 kPa) 2)、 
144℃ 3) , 5)、 
144.429℃ (101 kPa) 4)、 
144.4℃ 6) 

139.1℃ (101 kPa) 2)、 
139.3℃ 3)、 
139.12℃ (101 kPa) 4)、 
139℃ 5)、139.1℃ 6) 

138.3℃ (101 kPa) 2)、 
137～138℃ 3)、 
138.359℃ (101 kPa) 4)、 
138.4℃ 5)、138.3℃ 6) 

密度 
0.8755 g/cm3 (25℃) 2)、
0.88 g/cm3 5) 

0.8598 g/cm3 (25℃) 2)、

0.86 g/cm3 (20℃) 5) 
0.8565 g/cm3 (25℃) 2)、

0.86 g/cm3 (20℃) 5) 

［1］キシレン 
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蒸気圧 

880 Pa (25℃) 2)、 
881 Pa (25℃) 4)、 
700 Pa (20℃) 5)、 
665 Pa (20℃) 6) 

1,130 Pa (25℃) 2)、 
1,110 Pa (25℃) 4)、 
800 Pa (20℃) 5)、 
798 Pa (20℃) 6) 

1,190 Pa (25℃) 2)、 
1,180 Pa (25℃) 4)、 
870 Pa (20℃) 5)、 
865 Pa (20℃) 6) 

分配係数 
（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水） 
（log Kow） 

3.12 (pH 不明) 2), 4), 6), 7)、

2.77 (pH 不明) 5) 
3.20 (pH 不明) 2),4),5),7)、

3.2 (pH 不明) 6)  
3.15 (pH 不明) 2),4),5),6),7) 

酸解離定数 
（pKa） 

   

水溶性 
（水溶解度） 

171 mg/1,000g (25℃) 2)、 
178 mg/L (25℃) 4) , 6)、 
175 mg/L (20℃) 5)、 
167.0～220.8 mg/L 
(25℃) 8)、 
170.4～239.9 mg/L  
(20℃) 8) 

161 mg/1,000g (25℃) 2)、 
161 mg/L (25℃) 4) , 6)、 
134.0～196.0 mg/L 
(25℃) 8)、 
155.4 mg/L (20℃) 8) 

181 mg/1,000g (25℃) 2)、 
162 mg/L (25℃) 4) , 6)、 
198 mg/L (25℃) 5)、 
130.0～214.5 mg/L 
(25℃) 8)、 
164.8～191.1 mg/L  
(20℃) 8) 

 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

 好気的分解 
分解性の良好な物質（キシレン）9) 

良分解性 10)   

 分解率 
類似化学物質の分解性

との比較により判定 10) 

BOD 100％、GC 100％ 
(試験期間：4 週間、被験

物質濃度：100 mg/L、活

性汚泥濃度：30 mg/L)11) 

BOD 38％、GC 92％ 
(試験期間：4 週間、被験

物質濃度：100 mg/L、活

性汚泥濃度：30 mg/L)12) 

化学分解性 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

OH ラジカル

との反応性 
（大気中） 

反応速度定数： 
14×10-12 cm3/(分子･sec) 
（測定値）13) 

半減期：4.7～47 時間 

反応速度定数： 
23×10-12 cm3/(分子･sec) 
（測定値）13) 
半減期：2.8～28 時間 

反応速度定数： 
14×10-12 cm3/(分子･sec) 
（測定値）13) 
半減期：4.5～45 時間 

半減期は OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 14)と仮定し計算 

オゾンとの反

応性 
（大気中） 

反応速度定数： 
1.7×10-21 cm3/(分子･sec)
（測定値）13) 
半減期：4.3～26 年 

反応速度定数： 
8.5×10-22 cm3/(分子･sec)
（測定値）13) 
半減期：8.6～52 年 

反応速度定数： 
1.4×10-21 cm3/(分子･sec)
（測定値）13) 
半減期：5.4～32 年 

半減期はオゾン濃度を 3×1012～5×1011分子/cm3 14)と仮定し計算 

硝酸ラジカル

との反応性 
（大気中） 

反応速度定数： 
3.8×10-16 cm3/(分子･sec)
（測定値）13) 
半減期：89 日 

反応速度定数： 
2.3×10-16 cm3/(分子･sec)
（測定値）13) 
半減期：140 日 

反応速度定数： 
4.5×10-16 cm3/(分子･sec)
（測定値）13) 
半減期：74 日 

半減期は硝酸ラジカル濃度を 2.4×108分子/cm3 15)と仮定し計算 

加水分解性 
o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

加水分解性の基をもた

ない 16) 
加水分解性の基をもた

ない 16) 
加水分解性の基をもた

ない 16) 
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生物濃縮性 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

生物濃縮係数 
(BCF) 

14.1 17) 14.8 17) 14.8 17) 

土壌吸着性 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

有機炭素補正

土壌吸着係数 
(Koc) 

48～537 18) 115～427 18) 74～603 18) 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

化審法に基づき公表されたキシレンの製造・輸入数量の推移を表 1.1 に示す 19)。 

 

表 1.1 製造・輸入数量の推移 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

製造・輸入数量 (t) a) 6,485,455 4,930,794 5,788,076 6,136,582 6,435,533 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

製造・輸入数量 (t) a) 7,209,975 6,849,107 5,171,450 5,040,267 3,999,802 

注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

 

キシレン及びその異性体の経済産業省生産動態統計調査に基づく生産量の推移を表 1.2 に

示す 20)。 

 

表 1.2 キシレン及びその異性体の生産量の推移 

年 2013 2014 2015 2016 2017 

キシレン (t) a) 6,661,601 5,921,230 6,413,207 6,702,734 6,778,827 

o-キシレン (t) 118,735 119,648 119,082 128,707 126,363 

m-キシレン (t) －b) －b) －b) －b) －b) 

p-キシレン (t) 3,870,706 2,828,864 3,093,488 3,286,091 3,468,646 

年 2018 2019 2020 2021 2022 

キシレン (t) a) 6,771,322 6,596,549 5,195,360 4,983,161 4,889,600 

o-キシレン (t) 108,351 105,881 95,027 96,526 106,018 

m-キシレン (t) －b) －b) －b) －b) －b) 

p-キシレン (t) 3,374,124 3,272,900 2,329,512 2,328,216 2,462,407 

注：a) 非石油系を含む。 

b) 公表されていない。 

 

キシレン及びその異性体の輸入量 21)、輸出量 21)の推移をそれぞれ表 1.3、表 1.4 に示す。 
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表 1.3 キシレン及びその異性体の輸入量の推移 a),b) 

年 2014 2015 2016 2017 2018 

キシレン (t) c) 0.5 0.6 0.2 3 2 

o-キシレン (t) －d) －d) －d) －d) 0.09 

m-キシレン (t) －d) －d) －d) －d) －d) 

p-キシレン (t) 48,598 63,881 54,288 50,380 44,013 

年 2019 2020 2021 2022 2023 

キシレン (t) c) 1 1 1 1 2 

o-キシレン (t) －d) 0 0.002 0.014 0.032 

m-キシレン (t) －d) －d) －d) －d) －d) 

p-キシレン (t) 54,497 40,850 48,157 38,519 9,617 

注：a) 普通貿易統計[少額貨物（1 品目が 20 万円以下）、見本品等を除く]統計品別表より。 
b) 純度が 95%以上（重量比）のもので低純度のものを含まない。 
c) 異性体（o-体、m-体、p-体）の混合物。 
d) 公表されていない。 

 

表 1.4 キシレン及びその異性体の輸出量の推移 a),b) 

年 2014 2015 2016 2017 2018 

キシレン (t) c) 493,093 715,363 506,493 8,975 15,463 

o-キシレン (t) 57,556 53,052 60,263 57,794 39,907 

m-キシレン (t) 29,901 51,404 57,948 104,819 121,328 

p-キシレン (t) 2,396,794 2,737,553 3,006,555 3,229,459 3,121,657 

年 2019 2020 2021 2022 2023 

キシレン (t) c) 7,318 9,422 3,081 332 25 

o-キシレン (t) 34,969 29,447 33,049 37,988 37,302 

m-キシレン (t) 89,034 30,860 32,962 31,247 265,27 

p-キシレン (t) 3,028,981 2,114,964 2,059,070 2,263,949 2,171,838 

注：a) 普通貿易統計[少額貨物（1 品目が 20 万円以下）、見本品等を除く]統計品別表より。 
b) 純度が 95%以上（重量比）のもので低純度のものを含まない。 
c) 異性体（o-体、m-体、p-体）の混合物。 

 

② 用 途 

キシレン及びその異性体の主な用途は表 1.5 のとおり 1)。 

 

表 1.5 キシレン及びその異性体の主な用途 

物質名 用 途 

混合物キシレン a) 油性塗料、接着剤、印刷インキ、農薬などの溶剤やシンナー 

o-キシレン 無水フタル酸の原料 

m-キシレン 
可塑剤やポリエステル樹脂の原料であるイソフタル酸の原料、o-キ
シレンや p-キシレンに変化させて利用 

p-キシレン テレフタル酸などの原料 
注：a) 3 種の異性体の他、エチルベンゼン等も含有しているキシレンの一般的な製品 22)。 
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なお、各異性体のキシレンが灯油、ガソリンなどに含まれている 1)。過去には各異性体の

キシレンが軽油に含まれていたが 1)、現在は含まれていない 23)。キシレンの含有率（2020～

2022 年度の石油業界平均値）は、プレミアムガソリン 5.7 wt%、レギュラーガソリン 4.7 wt%、

灯油 1.2 wt%とされている 23)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は、化学物質排出把握管理促進法（化管法）第一種指定化学物質（管理番号：80、政令

番号：103）に指定されている。 

本物質は、人健康影響の観点から化学物質審査規制法優先評価化学物質（通し番号：125）に

指定されている。 

本物質は、有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質に選定されている。本物質は悪臭

防止法の特定悪臭物質に指定されている。 

本物質は水質汚濁に係る要監視項目に設定されているほか、水質汚濁防止法の指定物質に指

定されている。本物質は水道水質基準の要検討項目に位置づけられている。 
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２．曝露評価 

健康リスクの初期評価のため、我が国の一般的な国民の健康を確保する観点から、実測デー

タをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価することとし、データの信頼性

を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度により評価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

キシレンは化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、2022 年度の届出

排出量 1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体 2),3)から集計した排出量等を表

2.1 に示す。 

 
表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（2022 年度）  

 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 19,924,675 3,654 12 0 6,169 7,366,995 5,473,450 14,157,109 715,213 11,938,232 19,928,341 32,284,004 52,212,345

キシレン

業種等別排出量(割合) 19,924,675 3,654 12 0 6,169 7,366,995 5,473,447 14,157,110 715,214 11,938,233

5,422,650 0 0 0 0 351,396 届出 届出外

(27.2%) (4.8%) 38% 62%

4,215,138 20 0 0 58 382,344 446,632

(21.2%) (0.5%) (0.9%) (5.2%) (8.2%)

2,603,503 70 0 0 88 550,136 1,171,479

(13.1%) (1.9%) (1.4%) (7.5%) (21.4%)

2,336,306 29 0 0 240 511,592 538,384

(11.7%) (0.8%) (3.9%) (6.9%) (9.8%)

44,705 0 0 0 0 5,118 2,091,591

(0.2%) (0.07%) (38.2%)

834,881 5 0 0 109 274,152 72,407

(4.2%) (0.1%) (1.8%) (3.7%) (1.3%)

853,089 0 0 0 0 156,373 30,693

(4.3%) (2.1%) (0.6%)

792,926 1,135 12 0 597 4,283,643 8,477

(4.0%) (31.1%) (100%) (9.7%) (58.1%) (0.2%)

602,995 0 0 0 0 18,540 47,810

(3.0%) (0.3%) (0.9%)

489,152 0 0 0 0 91,367 35,300

(2.5%) (1.2%) (0.6%)

121,221 0 0 0 0 29,003 263,206

(0.6%) (0.4%) (4.8%)

355,888 145 0 0 1,700 5,356 12,596

(1.8%) (4.0%) (27.6%) (0.07%) (0.2%)

296,438 0 0 0 93 84,529 47,518

(1.5%) (1.5%) (1.1%) (0.9%)

121,813 0 0 0 0 16,414 146,654

(0.6%) (0.2%) (2.7%)

207,249 2,200 0 0 3,100 9,273 0.6

(1.0%) (60.2%) (50.2%) (0.1%) (0.00001%)

9,549 0 0 0 15 4,328 196,957

(0.05%) (0.2%) (0.06%) (3.6%)

44,050 0 0 0 0 1,291 112,281

(0.2%) (0.02%) (2.1%)

77,336 0 0 0 0 564 75,087

(0.4%) (0.008%) (1.4%)

84,017 0 0 0 0 78,198 35,884

(0.4%) (1.1%) (0.7%)

109,900 0 0 0 0 40,080

(0.6%) (0.5%)

63,168 0 0 0 0 37,014 16,094

(0.3%) (0.5%) (0.3%)

62,101 0 0 0 0 6,733 12,116

(0.3%) (0.09%) (0.2%)

8,304 0 0 0 0 827 58,291

(0.04%) (0.01%) (1.1%)

41,102 0 0 0 0 28

(0.2%) (0.0004%)

33,270 0 0 0 0 3,311

(0.2%) (0.04%)

電気業

石油卸売業

燃料小売業

非鉄金属製造業

鉄道車両・同部分品

製造業

出版・印刷・同関連

産業

精密機械器具製造業

機械修理業

繊維工業

窯業・土石製品

製造業

その他の製造業

石油製品・石炭製品

製造業

鉄道業

木材・木製品製造業

電気機械器具製造業

プラスチック製品

製造業

化学工業

ゴム製品製造業

鉄鋼業

家具・装備品製造業

総排出量の構成比(%)

船舶製造・修理業、

舶用機関製造業

輸送用機械器具

製造業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

自動車整備業

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出

排出量

届出外

排出量
合計
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大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 19,924,675 3,654 12 0 6,169 7,366,995 5,473,450 14,157,109 715,213 11,938,232 19,928,341 32,284,004 52,212,345

業種等別排出量(割合)

28,034 0.1 0 0 0 2,706 5 届出 届出外

(0.1%) (0.003%) (0.04%) (0.00009%) 38% 62%

9,722 1 0 0 0 4,379 10,972

(0.05%) (0.04%) (0.06%) (0.2%)

563 0 0 0 0 390 16,252

(0.003%) (0.005%) (0.3%)

6,146 0 0 0 72 94,092 2,590

(0.03%) (1.2%) (1.3%) (0.05%)

8,180 0 0 0 0 2,060

(0.04%) (0.03%)

6,753 0 0 0 48 36,329

(0.03%) (0.8%) (0.5%)

38 0 0 0 0 0 6,489

(0.0002%) (0.1%)

5,722 0 0 0 0 76,100

(0.03%) (1.0%)

5,091 0 0 0 0 0

(0.03%)

3,213 0 0 0 45 78,670 1,641

(0.02%) (0.7%) (1.1%) (0.03%)

4,553 5 0 0 0 2,866

(0.02%) (0.1%) (0.04%)

2,911 0 0 0 0 25,000 1,640

(0.01%) (0.3%) (0.03%)

110 0 0 0 3 4 4,110

(0.0006%) (0.05%) (0.00005%) (0.08%)

2,500 0 0 0 0 1,100 1,244

(0.01%) (0.01%) (0.02%)

3,447

(0.06%)

145 0 0 0 0 0 3,028

(0.0007%) (0.06%)

1,320 0 0 0 0 28,827 1,671

(0.007%) (0.4%) (0.03%)

2,523 43 0 0 0 66,927

(0.01%) (1.2%) (0.9%)

2,135 0 0 0 0 87

(0.01%) (0.001%)

2,004 0 0 0 0 0

(0.01%)

1,030 0 0 0 0 3,972 79

(0.005%) (0.05%) (0.001%)

770 0 0 0 0 77

(0.004%) (0.001%)

7 0 0 0 0 0 601

(0.00004%) (0.01%)

301 0 0 0 0 0

(0.002%)

217

(0.004%)

85 0 0 0 0 0

(0.0004%)

61 0 0 0 0 1,800 4

(0.0003%) (0.02%) (0.00006%)

10 0 0 0 0 0

(0.00005%)

0.1 0 0 0 0 0

(0.0000005%

9,085,809 697,474

(64.2%) (97.5%)

4,076,856

(28.8%)

721,450 17,295

(5.1%) (2.4%)

209,055

(1.5%)

52,683

(0.4%)

11,257 445

(0.08%) (0.06%)

医療業

倉庫業

パルプ・紙・紙加工品

製造業

産業廃棄物処分業

下水道業

医療用機械器具

・医療用品製造業

農薬製造業

洗濯業

特別管理産業廃棄物

処分業

原油・天然ガス鉱業

高等教育機関

電子応用装置製造業

食料品製造業

なめし革・同製品

・毛皮製造業

商品検査業

武器製造業

鉄スクラップ卸売業

自然科学研究所

医薬品製造業

自動車卸売業

ガス業

衣服・その他の

繊維製品製造業

電気計測器製造業

計量証明業

一般廃棄物処理業

（ごみ処分業に限る。）

写真業

塩製造業

飲料・たばこ・飼料

製造業

熱供給業

塗料

漁網防汚剤

農薬

汎用エンジン

接着剤

総排出量の構成比(%)

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出

排出量

届出外

排出量
合計

殺虫剤
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キシレンの 2022 年度における環境中への総排出量は約 52,000 t となり、そのうち届出排出量

は約 20,000 t で全体の 38%であった。届出排出量のうち約 20,000 t が大気、約 3.7 t が公共用水

域、0.012 t が土壌へ排出されるとしており、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動

量が約 6.2 t、廃棄物への移動量が約 7,400 t であった。届出排出量の主な排出源は、大気への排

出が多い業種は船舶製造・修理業、舶用機関製造業（27%）、輸送用機械器具製造業（21%）、金

属製品製造業（13%）、一般機械器具製造業（12%）、電気機械器具製造業（4%）、プラスチック

製品製造業（4%）であり、公共用水域への排出が多い業種は石油製品・石炭製品製造業（60%）、

化学工業（31%）であった。 

表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出外排出量の推定は媒体別には行われていない

ため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は届出排出量の割合をもとに、届出外排出量非対象

業種・家庭・移動体の媒体別配分は「令和 4 年度 PRTR 届出外排出量の推計方法等の詳細」3)を

もとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計したものを表 2.2 に示す。 

 
表 2.2 環境中への推定排出量 

媒 体 推定排出量 (kg) 

大 気 

水 域 

土 壌 

51,455,272 

17,718 

739,356 

 

キシレンの化管法に基づき公表された排出量及び移動量の推移を表 2.3 に示す 1)。 

 
表 2.3 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の推移  

 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 19,924,675 3,654 12 0 6,169 7,366,995 5,473,450 14,157,109 715,213 11,938,232 19,928,341 32,284,004 52,212,345

業種等別排出量(割合)

10,811,003 届出 届出外

(90.6%) 38% 62%

686,916

(5.8%)

258,211

(2.2%)

160,866

(1.3%)

13,576

(0.1%)

7,661

(0.06%)

総排出量の構成比(%)

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出

排出量

届出外

排出量
合計

鉄道車両

航空機

自動車

船舶

二輪車

特殊自動車

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

2022 19,924,675 3,654 12 0 6,169 7,366,995 5,473,450 14,157,109 715,213 11,938,232 19,928,341 32,284,004 52,212,345

2021 20,041,119 5,666 14 0 4,939 7,254,950 5,323,265 14,506,881 745,385 11,936,045 20,046,799 32,511,576 52,558,375

2020 21,067,595 4,963 13 0 4,039 6,843,829 5,311,927 15,926,118 595,038 11,992,797 21,072,571 33,825,879 54,898,450

2019 24,845,873 4,938 14 0 5,555 7,564,830 6,168,944 16,997,590 599,792 12,277,017 24,850,825 36,043,342 60,894,167

2018 25,774,541 5,024 4 0 10,006 7,731,779 6,437,375 18,326,446 613,719 12,891,053 25,779,569 38,268,594 64,048,163

2017 27,023,494 4,178 40 0 6,385 7,493,787 7,481,574 19,987,853 900,140 13,770,145 27,027,712 42,139,712 69,167,424

2016 27,044,516 5,421 81 0 5,966 8,096,189 6,747,920 23,494,033 837,031 14,094,594 27,050,018 45,173,578 72,223,596

2015 28,179,583 5,402 50 0 9,727 8,378,442 6,800,480 20,345,725 936,666 12,185,670 28,185,035 40,268,540 68,453,575

2014 28,379,844 6,028 76 0 10,073 7,642,787 6,996,319 19,748,916 735,244 13,465,556 28,385,948 40,946,035 69,331,983

2013 28,406,802 5,846 50 96 8,941 7,712,609 6,248,886 17,938,994 515,584 14,995,938 28,412,794 39,699,402 68,112,196

年度

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出外
排出量

合計
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（2）媒体別分配割合の予測 

キシレンの環境中の媒体別分配割合は、環境中への推定排出量を基に USES3.0 をベースに日

本固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多媒体モデル 4)を用いて予測した。予測

の対象地域は、2022 年度に環境中及び大気への排出量が最大であった愛知県（大気への排出量

3,400 t、公共用水域への排出量 0.99 t、土壌への排出量 29 t）、公共用水域への排出量が最大であ

った山口県（大気への排出量 1,300 t、公共用水域への排出量 2.7 t、土壌への排出量 5.1 t）、土壌

への排出量が最大であった北海道（大気への排出量 2,700 t、公共用水域への排出量 0.21 t、土壌

への排出量 190 t）とした。キシレンの環境中への推定排出量の全量がすべて各異性体とした予

測結果を表 2.4.1～表 2.4.3 に示す。 

 

表 2.4.1 媒体別分配割合の予測結果（o-キシレン） 

媒 体 

分配割合 (%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 公共用水域 土 壌 

愛知県 愛知県 山口県 北海道 

大 気 69.8 69.8 88.4 69.7 

水 域 0.9 0.9 2.3 0.8 

土 壌 29.3 29.3 9.3 29.5 

底 質 0.0 0.0 0.0 0.0 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの。 
 

表 2.4.2 媒体別分配割合の予測結果（m-キシレン） 

媒 体 

分配割合 (%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 公共用水域 土 壌 

愛知県 愛知県 山口県 北海道 

大 気 71.9 71.9 88.9 67.4 

水 域 0.7 0.7 1.8 0.6 

土 壌 27.4 27.4 9.3 32.0 

底 質 0.0 0.0 0.0 0.0 

注：同前。 

 

表 2.4.3 媒体別分配割合の予測結果（p-キシレン） 

媒 体 

分配割合 (%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 公共用水域 土 壌 

愛知県 愛知県 山口県 北海道 

大 気 72.4 72.4 89.8 72.3 

水 域 0.7 0.7 1.9 0.7 

土 壌 26.9 26.9 8.3 27.0 

底 質 0.0 0.0 0.0 0.0 

注：同前。 
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（3）各媒体中の存在量の概要 

キシレンの環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認

された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.5.1～表

2.5.6 に示す。 

 
表 2.5.1 各媒体中の存在状況（キシレン、国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 b) 

           

一般環境大気 µg/m3 1.5 1.8 0.25 7.4 －c) 53/53 全国 2022 5) 

  1.3 1.6 0.21 8.0 －c) 61/61 全国 2021 6) 

  1.4 1.7 0.31 8.0 －c) 63/63 全国 2020 7) 

  1.5 1.8 0.21 9.3 －c) 63/63 全国 2019 8) 

  1.8 2.6 0.33 38 －c) 64/64 全国 2018 9) 

  1.4 1.7 0.35 10 －c) 64/64 全国 2017 10) 

  1.4 1.6 0.36 6.2 －c) 63/63 全国 2016 11) 

  1.8 2.2 0.41 9.6 －c) 72/72 全国 2015 12) 

  1.5 1.8 0.47 7.5 －c) 69/71 全国 2014 13) 

  1.7 2.1 0.17 9.9 －c) 88/88 全国 2013 14) 

           

室内空気 µg/m3 －c) 6.2 0.34 140 0.17 94/94 全国 2023 15) 

  －c) 4.1 <0.17 38 0.17 －c)/90 全国 2020 16) 

  －c) －c) 0.61 58 0.35 －c)/93 全国 2013 16) 

           

食物 µg/g <0.027 <0.027 <0.027 <0.027 0.027 0/45 全国 2001 17) 

           

飲料水 µg/L          

           

地下水 µg/L <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/311 全国 2022 18) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/321 全国 2021 19) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/280 全国 2020 20) 

  <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/296 全国 2019 21) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/301 全国 2018 22) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/308 全国 2017 23) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/304 全国 2016 24) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/306 全国 2015 25) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/499 全国 2014 26) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/385 全国 2013 27) 

           

土壌 µg/g          

           

公共用水域・淡水 µg/L <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/735 全国 2022 28) 

  <40 <40 <0.1 0.2 0.1～40 1/708 全国 2021 29) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/715 全国 2020 30) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/760 全国 2019 31) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/767 全国 2018 32) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/797 全国 2017 33) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/831 全国 2016 34) 
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媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 b) 

  <40 <40 <0.1 0.6 0.1～40 1/730 全国 2015 35) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/765 全国 2014 36) 

  <40 <40 <0.1 0.9 0.1～40 4/823 全国 2013 37) 

           

公共用水域・海水 µg/L <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/85 全国 2022 28) 

  <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/91 全国 2021 29) 

  <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/94 全国 2020 30) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/90 全国 2019 31) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/103 全国 2018 32) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/113 全国 2017 33) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/113 全国 2016 34) 

  <40 <40 <0.6 <40 0.6～40 0/104 全国 2015 35) 

  <40 <40 <1 <40 1～40 0/110 全国 2014 36) 

  <40 <40 <1 <40 1～40 0/118 全国 2013 37) 

           

底質(公共用水域・淡水) µg/g          

           

底質(公共用水域・海水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g          

           

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。 
    b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す。 
    c) 公表されていない。 
    

表 2.5.2 各媒体中の存在状況 (キシレン、国以外の調査結果） 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 a) 

           

一般環境大気 µg/m3 3.3 3.4 2.6 4.3 －b) 6/6 川崎市 2015 38) 

           

室内空気 µg/m3 －b) 8.4 －b) 100 －b) －b)/425 全国 2003 39) 

  －b) －b) 2.4 170 －b) 105/105 大阪府 2003 40) 

           

食物 µg/g          

           

飲料水 µg/L <0.05 <0.05 <0.05 0.23 0.05 1/19 大阪府 2007 41) 

           

地下水 µg/L ―b) ―b) <0.03 0.07 0.03 31/76 川崎市 2001 42) 

           

土壌 µg/g          
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媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 a) 

公共用水域・淡水 µg/L          

           

公共用水域・海水 µg/L          

           

底質(公共用水域・淡水) µg/g          

           

底質(公共用水域・海水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g          

           

注：a) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す。 
    b) 公表されていない。 

 
表 2.5.3 各媒体中の存在状況（o-キシレン、国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 

           

一般環境大気 µg/m3 0.38 0.40 0.12 0.63 －a) 21/21 全国 2022 5) 

  0.40 0.42 0.11 0.77 －a) 19/19 全国 2021 6) 

  0.31 0.33 0.12 0.52 －a) 19/19 
東京都、 
長野県 

2020 7) 

  0.40 0.43 0.14 0.75 －a) 22/22 
東京都、 
長野県 

2019 8) 

  0.43 0.74 0.14 8.1 －a) 22/22 
東京都、 
長野県 

2018 9) 

  0.35 0.37 0.097 0.53 －a) 22/22 
東京都、 
長野県 

2017 10) 

  0.36 0.38 0.14 0.68 －a) 23/23 
東京都、 
長野県、 
神奈川県 

2016 11) 

  0.44 0.47 0.11 0.66 －a) 21/21 
東京都、 
長野県、 
神奈川県 

2015 12) 

  0.47 0.50 0.14 0.77 －a) 20/20 
長野県、 
東京都 

2014 13) 

  0.54 0.58 0.16 1.4 －a) 21/21 
東京都、 
長野県、 
神奈川県 

2013 14) 

室内空気 µg/m3          

           

注：a) 公表されていない。 
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表 2.5.4 各媒体中の存在状況（o-キシレン、国以外の調査結果） 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 

           

一般環境大気 µg/m3 0.81 0.94 0.49 2.0 －a) 5/5 川崎市 2022 48) 

  0.65 0.68 0.45 1.0 －a) 5/5 川崎市 2021 49) 

  0.47 0.53 0.29 1.1 －a) 5/5 川崎市 2020 50) 

  0.28 0.28 0.28 0.28 0.0036 1/1 名古屋市 2020 51) 

  0.75 0.81 0.50 1.5 －a) 5/5 川崎市 2019 52) 

  0.74 0.83 0.50 1.7 －a) 5/5 川崎市 2018 53) 

  0.86 0.93 0.61 1.7 －a) 5/5 川崎市 2017 54) 

  0.7 0.77 0.48 1.5 －a) 5/5 川崎市 2016 55) 

  1.1 1.3 0.69 2.7 －a) 5/5 川崎市 2015 56) 

  1.1 1.2 0.87 2.1 －a) 5/5 川崎市 2014 57) 

  1.1 1.2 0.81 1.9 －a) 5/5 川崎市 2013 58) 

           

室内空気 µg/m3 0.81 2.1 0.36 7.4 0.1 4/4 千葉県 2022 59) 

  0.71 2.6 0.26 9.3 0.1 4/4 千葉県 2021 59) 

  0.49 0.63 0.31 1.5 0.1 4/4 千葉県 2020 59) 

  0.50 0.60 0.32 1.3 0.1 4/4 千葉県 2019 59) 

  0.64 0.71 0.47 1.3 0.1 4/4 千葉県 2018 59) 

  0.80 0.98 0.47 2.1 0.1 4/4 千葉県 2017 59) 

  －a) 3.6 0.1 98 －a) －a) 全国 
2014～

2017 
60) 

           

注：a) 公表されていない。 
 

表 2.5.5 各媒体中の存在状況(m,p-キシレン、国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 

           

一般環境大気 µg/m3 0.91 1.0 0.30 1.7 －a) 20/20 埼玉県、

東京都、

長野県 

2022 5) 

  0.96 1.1 0.29 1.9 －a) 19/19 東京都、

長野県 
2021 6) 

  0.73 0.82 0.29 1.5 －a) 19/19 東京都、 
長野県 

2020 7) 

  0.87 1.1 0.29 2.4 －a) 22/22 東京都、 
長野県 

2019 8) 

  0.96 2.3 0.23 30 －a) 22/22 東京都、 
長野県 

2018 9) 

  0.76 0.86 0.25 1.6 －a) 22/22 東京都、 
長野県 

2017 10) 

  0.83 0.96 0.32 1.9 －a) 23/23 東京都、 
長野県、 
神奈川県 

2016 11) 

  1.0 1.1 0.30 2.0 －a) 21/21 東京都、 
長野県、 
神奈川県 

2015 12) 

  1.0 1.1 0.33 2.2 －a) 20/20 東京都、 
長野県 

2014 13) 

  1.2 1.4 0.40 5.5 －a) 21/21 東京都、 
長野県、 
神奈川県 

2013 14) 

           

注：a) 公表されていない。 
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表 2.5.6 各媒体中の存在状況 (m,p-キシレン、国以外の調査結果） 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 

           

一般環境大気 µg/m3 1.9 2.0 1.3 3.9 －a) 5/5 川崎市 2022 48) 

  1.6 1.7 1.2 2.4 －a) 5/5 川崎市 2021 49) 

  1.2 1.3 0.80 2.5 －a) 5/5 川崎市 2020 50)  

  0.40 0.40 0.40 0.40 0.0016 1/1 名古屋市 2020 51) 

  2.0 2.1 1.5 3.6 －a) 5/5 川崎市 2019 52) 

  2.1 2.2 1.5 4.0 －a) 5/5 川崎市 2018 53) 

  2.2 2.3 1.8 3.9 －a) 5/5 川崎市 2017 54) 

  1.8 2.0 1.4 3.6 －a) 5/5 川崎市 2016 55) 

  2.6 3.0 1.7 6.8 －a) 5/5 川崎市 2015 56) 

  2.8 3.0 1.7 5.0 －a) 5/5 川崎市 2014 57) 

  2.8 2.9 2.2 4.2 －a) 5/5 川崎市 2013 58) 

           

室内空気 µg/m3 2.2 4.6 1.1 15 0.1 4/4 千葉県 2022 59) 

  2.1 5.7 0.86 20 0.1 4/4 千葉県 2021 59) 

  1.4 1.7 1.0 3.5 0.1 4/4 千葉県 2020 59) 

  1.4 1.6 0.96 3.3 0.1 4/4 千葉県 2019 59) 

  1.8 2.0 1.3 3.7 0.1 4/4 千葉県 2018 59) 

  2.2 2.9 1.4 7.0 0.1 4/4 千葉県 2017 59) 

  －a) 8.8 0.2 210 －a) －a) 全国 
2014～
2017 

60) 

           

注：a) 公表されていない。 

      

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

本物質については、吸入曝露による健康リスクの初期評価を行うため、一般環境大気と室内

空気の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表 2.6）。化学物質の人による一日曝

露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量を 15 m3、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.6 各媒体中の濃度と一日曝露量 

  媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

平 
 

均 

大気     

一般環境大気 1.5 μg/m3程度 (2022) 0.45 μg/kg/day 程度 

室内空気 6.2 μg/m3程度 (2023)（算術平均値） 1.9 μg/kg/day 程度 

    

最
大
値 

大気   

一般環境大気 8.0 μg/m3程度 (2021) 2.4 μg/kg/day 程度 

室内空気 140 μg/m3程度 (2023) 42 μg/kg/day 程度 

    

注：太字の数値は、リスク評価に用いた曝露濃度（曝露量）を示す。 

 

吸入曝露については、表 2.6 に示すとおり、一般環境大気の実測データから平均曝露濃度は

1.5 µg/m3程度、予測最大曝露濃度は 8.0 µg/m3程度となった。なお、o-キシレンと m,p-キシレン

の一般環境大気の最大値を合計したキシレン濃度は 2021 年度調査結果より 2.7 µg/m3 程度とな

った。 
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また、室内空気の実測データから平均曝露濃度は 6.2 µg/m3 程度、予測最大曝露濃度は 140 

µg/m3程度となった。 

一方、化管法に基づく 2022 年度の大気への届出排出量をもとに、プルーム・パフモデル 61)

を用いて推定した大気中濃度の年平均値は、最大で 200 µg/m3（キシレンとして）となるが、移

動体からの排出量も考慮した大気濃度の推定値は、さらに高くなる可能性がある。 

 
  



1 キシレン 

 

16 
 

３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

なお、本物質については既に水質汚濁に係る要監視項目に選定されているため、経口曝露の

初期評価については対象外とした。 

 

（1）体内動態、代謝 

ウサギに 0.9～1.8 g の o-、m-、p-の各キシレンを単回強制経口投与した結果、3 日間でそれぞ

れ投与量の 66、85、88％が尿中に排泄され、その大部分が初日の排泄であったことから、ほぼ

完全に吸収されて速やかに排泄された。o-体では投与量の 30％が o-メチル馬尿酸、30％が o-メ

チル安息香酸のグルクロン酸抱合体、6％が o-メチル安息香酸として尿中に排泄されていたが、

m-体ではそれぞれ 79％、2％、4％、p-体ではそれぞれ 87％、1％、0％であった 1) 。 

ラットに 14C でラベルした約 130 mg の m-キシレンを単回強制経口投与した結果、48 時間で

雄は投与した放射活性の 96％、雌は 74％を尿中に排泄したが、最初の 12 時間で 50～59％を尿

中に排泄しており、呼気中への排泄も最初の 12 時間で雄は 8％、雌は 22％あった 2) 。また、ラ

ットに 8.6、86 mg/kg の m-キシレンを単回強制経口投与した結果、血液中の m-体は 4～6 時間以

内にピーク濃度に達した後に速やかに減少に転じ、ピーク濃度は 86 mg/kg 群の方が 22 倍高か

った。m-メチル馬尿酸の尿中排泄量は約 12 時間後まで直線的に増加したが、その後の排泄はわ

ずかであり、48 時間の排泄量は 86 mg/kg 群の方が 7 倍多かった 3) 。 

ラットに 14C でラベルした p-キシレン 208 mg/m3を 1、2、4、8 時間曝露し、曝露終了直後ま

たは終了 1～6 時間後に安楽殺して体内の放射活性を調べた結果、血液や肺、脾臓、大脳、小脳、

筋肉では 1 時間後にはほぼ平衡状態に達しており、これらの組織の放射活性は血液よりも低か

った。肝臓の放射活性は血液と同程度であったが、腎臓の放射活性は 20～30 倍高く、ピークは

4 時間後にみられた。一方、皮下脂肪の放射活性は曝露時間とともに増加し、8 時間後には血液

の 9 倍となったが、その後は 6.9 時間の半減期で減少した 4) 。また、ラットに 174、1,740 mg/m3

の m-キシレンを 6 時間吸入させた結果、曝露直後の血液中の m-体濃度は 1,740 mg/m3群の方が

14 倍高かった。m-メチル馬尿酸の尿中排泄量は約 12 時間後まで直線的に増加したが、その後

の排泄はわずかであり、48 時間の排泄量は 1,740 mg/m3群の方が 5 倍多かった 3) 。 

ヒトでは、ボランティアにキシレンの各異性体 200、400 mg/m3をそれぞれ単独で 8 時間吸入

させた結果、肺からの吸収率は 62～64％であり、異性体や曝露濃度、測定時間の違いにかかわ

らずほぼ同じであった。また、吸収量の 95％以上（o-体 97.1％、m-体 99.2％、p-体 95.1％）が

それぞれに対応したメチル馬尿酸として尿中に排泄され、その濃度は曝露終了時に採取した尿

で最大となり、その後急速に減少したが、4～5 日後も微量が検出された。遊離のメチル安息香

酸やそのグルクロン酸抱合体が尿中から検出されることはなかった 5) 。 

ボランティアに m-キシレン 435 mg/m3を 5 日間（(2×3 時間)/日。最終日 2 回目のみ 870 mg/m3）

吸入させた結果、肺からの吸収率は毎回ほぼ一定で約 60％（54～68％）であった。吸収量の約

4％が未変化のままで呼気中へ排泄され、残りはほぼすべてがメチル馬尿酸として尿中に排泄さ

れたが、その尿中排泄は 3 相性であり、半減期は第 1 相が 1～2 時間、第 2 相が約 10 時間、第

3 相が約 20 時間で、約 80％が 24 時間以内の排泄であった 6) 。 

キシレンの異性体混合物に曝露された労働者の調査では、各異性体の気中濃度から求めた時
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間加重平均曝露濃度と各異性体に対応するメチル馬尿酸の尿中濃度の間に有意な関連がみられ、

回帰直線の傾きは異性体間でほぼ同じであり、合計濃度の間にも有意な関連がみられた 7) 。 

呼気マスクを装着したボランティアの全身に 1,300、2,600 mg/m3 の m-キシレンを 3.5 時間曝

露して経皮吸収量を測定した結果、それぞれ吸入曝露による吸収量の 1.3～1.4％であった 8) 。

また、217 mg/m3の m-キシレンを 4 時間経皮曝露した試験でも吸入曝露による吸収量の 1.8％で

あった 9) 。 

キシレンの主要な代謝経路は、ヒトではいずれの異性体も一方のメチル基が酸化され、メチ

ルベンジルアルコールを経てメチル安息香酸となり、グリシン抱合を受けてメチル馬尿酸とな

って尿中に排泄される経路であった 5, 6, 10, 11) 。この経路はラットやウサギでも m-体や p-体投与

時には主要な代謝経路であったが 1, 12) 、o-体投与時にはメチル安息香酸がグルクロン酸抱合を

受けて尿中に排泄される経路も主要な代謝経路であった 1, 11, 13) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 14) 

【異性体混合物】 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 4,300 mg/kg 
マウス 経口 LD50 2,119 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 5,000 ppm (21,700 mg/m3 (4 hr)) 

モルモット 吸入 LCLo 450 ppm (1,950 mg/m3) 
ウサギ 経皮 LD50 > 1,700 mg/kg 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 

【o-キシレン】 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 3,567 mg/kg 
ラット 経口 LDLo 5,000 mg/kg 
ラット 吸入 LCLo 6,125 ppm (26,580 mg/m3 (12 hr)) 
マウス 吸入 LC50 4,595 ppm (19,940 mg/m3 (6 hr)) 
マウス 吸入 LCLo 30,000 mg/m3 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 

【m-キシレン】 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 4,988 mg/kg 
ラット 吸入 LCLo 8,000 ppm (34,720 mg/m3 (4 hr)) 
マウス 吸入 LC50 5,267 ppm (22,860 mg/m3 (6 hr)) 
マウス 吸入 LCLo 2,010 ppm (8,720 mg/m3 (24 hr)) 
ウサギ 経皮 LD50 14,100 µL/kg 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 

【p-キシレン】 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 3,910 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 4,550 ppm (19,750 mg/m3 (4 hr)) 
マウス 吸入 LCLo 15,000 mg/m3  
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動物種 経路 致死量、中毒量等 
モルモット 吸入 LC > 8,350 ppm (36,240 mg/m3 (4 hr)) 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 

異性体の違いにかかわらず、キシレンは眼、皮膚を刺激し、中枢神経系に影響を与えるこ

とがある。吸入するとめまい、嗜眠、頭痛、吐き気を生じ、経口摂取すると吸入時の症状に加

えて灼熱感、腹痛を生じる。皮膚に付くと皮膚の乾燥、発赤を生じ、眼に入ると充血、痛みを

生じる 15, 16, 17) 。また、異性体混合物でヒトの最小致死量は 50 mg/kg、最小致死濃度は 6 時間

曝露で 10,000 ppm（43,400 mg/m3）、o-キシレンでヒトの最小致死濃度は 12 時間曝露で 6,125 

ppm（26,580 mg/m3）という報告があった 14) 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、100、200、800 mg/kg/day の用量で m-

キシレンを 90 日間（7 日/週）強制経口投与した結果、200 mg/kg/day 群の雄及び 200 mg/kg/day

以上の群の雌で生存率の有意な低下、200 mg/kg/day 以上の群の雄及び 800 mg/kg/day 群の

雌で体重増加の有意な抑制を認めた。しかし、試験終了前に死亡したラットでは、1 匹を除

く全数の肺で異物を認めたことから、死因は投与時の溶媒（コーン油）又はキシレンの吸

引によるものと考えられた。800 mg/kg/day 群の雌雄で投与前に高度の流涎がみられたが、

各群の病理組織学的検査では異常所見はなかった 18) 。この結果から、NOAEL を雄で

100 mg/kg/day、雌で 200 mg/kg/day とする。 

 

イ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、100、200、800 mg/kg/day の用量で p-

キシレンを 90 日間（7 日/週）強制経口投与した結果、800 mg/kg/day 群の雄で生存率の有意

な低下を認めたが、試験終了前に死亡したラットのほぼ全数の肺で異物を認めたことから、

死因は投与時の溶媒（コーン油）又はキシレンの吸引によるものと考えられた。

800 mg/kg/day 群の雌雄で投与前に高度の流涎がみられたが、各群の体重や血液、血液生化

学、眼、臓器重量に影響はなく、病理組織学的検査にも異常所見はなかった 19) 。この結果

から、NOAEL を 800 mg/kg/day 以上とする。 

 

ウ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、150、750、1,500 mg/kg/day の用量で

混合キシレン（o-体 17.6％、m-体及び p-体 62.3％、エチルベンゼン 20％）を 90 日間（7 日

/週）強制経口投与した結果、各群で死亡はなかったが、1,500 mg/kg/day 群の雄で体重増加

の有意な抑制を認め、雄の 150 mg/kg/day 以上の群で肝臓、750 mg/kg/day 以上の群で腎臓、

雌の 750 mg/kg/day 以上の群で肝臓、1,500 mg/kg/day 群で腎臓の絶対及び相対重量の有意な

増加と雌の 1,500 mg/kg/day 群で脾臓の絶対及び相対重量の有意な減少を認めた。また、

1,500 mg/kg/day 群の雄でヘマトクリット値、血小板、雌で赤血球、ヘモグロビン濃度、ヘ

マトクリット値、白血球の有意な増加を認めた。750 mg/kg/day 以上の群の雌及び

1,500 mg/kg/day 群の雄で ALT、1,500 mg/kg/day 群の雌で AST の有意な上昇を認めたが、肝

傷害を示唆するほどの変化ではなく、肝臓の組織にも異常はなかったことから、肝臓重量

の増加については適応反応と考えられた。腎臓では対照群を含む雄の各群及び雌の
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750 mg/kg/day 以上の群で慢性腎症が半数以上にみられ、雄ではさらに 750 mg/kg/day 以上

の群で半数以上に硝子滴変性もみられた 20) 。なお、エチルベンゼンは雄ラットに特有なα

2u-グロブリン蓄積による硝子滴変性を誘発することが報告されているため 21) 、硝子滴変

性はヒトには発生しない変化と考えられた。この結果から、NOAEL を雄で 750 mg/kg/day、

雌で 150 mg/kg/day とする。 

 

エ）Fischer 344 ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、62.5、125、250、500、1,000 mg/kg/day の

用量で混合キシレン（o-体 9％、m-体 60％、p-体 14％、エチルベンゼン 17％）を 13 週間（5

日/週）強制経口投与した結果、1,000 mg/kg/day 群の雄で体重の増加抑制がみられたが、一

般状態に影響はなく、剖検や病理組織学的にも異常は認められなかった 22) 。この結果から、

NOAEL を雄で 500 mg/kg/day（曝露状況で補正：357 mg/kg/day）、雌で 1,000 mg/kg/day（曝

露状況で補正：714 mg/kg/day）以上とする。 

 

オ）B6C3F1マウス雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、125、250、500、1,000、2,000 mg/kg/day の用

量で混合キシレン（o-体 9％、m-体 60％、p-体 14％、エチルベンゼン 17％）を 13 週間（5

日/週）強制経口投与した結果、2,000 mg/kg/day 群の雌雄で投与の 5～10 分後に衰弱、傾眠、

浅呼吸、ふらつき、振戦、麻痺がみられ、15～60 分持続した。2,000 mg/kg/day 群の雄で体

重増加抑制がみられ、雌 2 匹が死亡したが、死因は投与ミスの可能性を否定できなかった。

剖検や病理組織学的所見に異常はなかった 22) 。この結果から、NOAEL を雌雄で

1,000 mg/kg/day（曝露状況で補正：714 mg/kg/day）とする。 

 

カ）雌雄の Sprague-Dawley ラット又は Long-Evans ラット 14 匹、雌雄のモルモット（Princeton）

15 匹、雄のビーグル犬 2 匹、雄のリスザル 3 匹を各 1 群とし、0、337 mg/m3の o-キシレン

を 90 日間連続吸入させた結果、56 日目にラット 1 匹が死亡した以外には、体重や血液、血

液生化学に影響はなく、病理組織学的所見にも異常はなかった。また、雌雄の Sprague-

Dawley ラット又は Long-Evans ラット 12 匹、雌雄のモルモット（Princeton）15 匹、雄のビ

ーグル犬 2 匹、雄のリスザル 2 匹を各 1 群とし、0、3,358 mg/m3を 6 週間（8 時間/日、5 日

/週）吸入させた結果、3 日目にラット 3 匹、7 日目にラット 1 匹とサル 1 匹が死亡し、犬 1

匹で程度の異なる振戦が終始みられた以外には、体重や血液、血液生化学に影響はなく、

病理組織学的所見にも異常はなかった 23) 。 

 

キ）Wistar ラット雄 12 匹を 1 群とし、0、217、435 mg/m3の m-キシレンを 3 ヶ月間吸入（6 時

間/日、5 日/週）させた結果、体重や臓器重量、血液生化学に影響はなかった。217 mg/m3以

上の群でヘモグロビン濃度、赤血球数が有意に減少し、435 mg/m3群で白血球数が有意に増

加したものの、わずかな変化であった。曝露開始から 1、2、3 ヶ月後に実施したローター

ロッド試験の成績は 435 mg/m3群で有意な運動協調障害、217 mg/m3群で運動協調障害の傾

向を示した。また、3 ヶ月後に実施したホットプレート試験では、217 mg/m3以上の群で反

応時間の有意な短縮がみられ、痛みに対する感受性が上昇したことを示した 24) 。この結果

から、LOAEL を 217 mg/m3（曝露状況で補正：38.8 mg/m3）とする。 
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ク）Sprague-Dawley ラット雄 16 匹を 1 群とし、脳幹の聴覚誘発反応を用いた聴覚閾値測定用

の電極を頭部に埋め込んでから 4 週間後に 0、450、900、1,800 ppm の各異性体を 13 週間

（6 時間/日、5 日/週）吸入させた、その後 8 週間飼育した後に安楽殺して聴覚機能関連部

位の形態学的検査を実施した。その結果、各群で死亡はなく、o-体では 1,800 ppm 群で 11～

13 週に体重増加の有意な抑制がみられたが、回復期間内に消失し、m-体及び p-体では体重

への影響はなかった。聴覚への影響は o-体、m-体ではなかったが、p-体の 1,800 ppm 群では

4 週間の曝露後から 2、4、8、16 kHz で聴覚閾値の有意な増加が一貫してみられ、聴覚閾値

のシフト（35～38 dB）は 8 週間の回復期間後も元に戻らなかった。また、形態学的検査で

はコルチ器官の外有毛細胞は p-体の 900 ppm 群で中程度に、1,800 ppm 群で重度に消失して

いた 25) 。この結果から、p-体で NOAEL を 450 ppm（曝露状況で補正：80.4 ppm (349 mg/m3)）

とする。 

 

ケ）上記ク）と同様にして、Sprague-Dawley ラット雄 14 匹を 1 群とし、0、250、500、1,000、

2,000 ppm の混合キシレン 1（o-体 20％、m-体 40％、p-体 20％、エチルベンゼン 20％）、混

合キシレン 2（o-体 30％、m-体 50％、p-体 10％、エチルベンゼン 10％）を 13 週間（6 時間

/日、6 日/週）吸入させて実施した試験では、各群で死亡はなく、体重への影響もなかった。

しかし、混合キシレン 1 及び 2 の 2,000 ppm 群では 4 週間の曝露後から 2、4、8、16 kHz で

聴覚閾値の有意な増加が一貫してみられ、8 週間の回復期間後も混合キシレン 1 では 38～

48 dB、混合キシレン 2 では 15～24 dB の聴覚閾値のシフトが元に戻らなかった。また、コ

ルチ器官の外有毛細胞の消失は混合キシレン 1 では 250 ppm 以上の群、混合キシレン 2 で

は 1,000 ppm 以上の群で濃度依存的に有意な発生率でみられた 26) 。この結果から、混合キ

シレン 1 で LOAEL を 250 ppm（曝露状況で補正：53.6 ppm (232mg/m3)）、混合キシレン 2 で

NOAEL を 500 ppm（曝露状況で補正：107 ppm (465 mg/m3)）とする。 

 

コ）8 匹の Long-Evans ラットを別々のグループに分け、1,800 ppm のキシレン異性体を 3 週間

（6 時間/日、5 日/週）吸入曝露した。聴覚閾値を脳幹聴覚誘発電位で測定し、未曝露ラッ

トと比較した結果、p-キシレンのみが蝸牛毒性を示した。これらのラットでは、8～20 kHz

の試験周波数範囲にわたって 39 dB の永久的な閾値シフトが認められ、外有毛細胞が著し

く消失した。尿中の p-、o-または m-MHA（メチル馬尿酸）濃度（p-MHA：33.2 g/g、o-MHA：

7.8 g/g、m-MHA：20.4 g/g）は、MBA（メルカプツール酸）の濃度（p-MBA：0.04 g/g、o-

MBA：6.2 g/g、m-MBA：0.03 g/g）よりも高かった。また、o-MBA（6.2 g/g）と p-MBA（0.04 

g/g）の間には大きな差がある。以上の結果、システイン結合体はキシレンの耳毒性の決定

因子ではないことから、ベンゼン環周辺のメチル基の位置が重要な役割を果たしている可

能性があることが示唆された 27)。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）ICR マウス雌 15～38 匹を 1 群とし、0、516、1,030、2,060、2,580、3,100、4,130 mg/kg/day

の用量で混合キシレン（o-体 9％、m-体 60％、p-体 14％、エチルベンゼン 17％）を妊娠 6

日から妊娠 15 日まで強制経口投与した後、妊娠 18 日に剖検した。その結果、4,130 mg/kg/day
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群で全数が死亡した。3,100 mg/kg/day 群でも約 1/3 が死亡し、体重増加の有意な抑制、吸収

胚の有意な増加を認めた。胎仔では、2,060～3,100 mg/kg/day 群で低体重、奇形（主に口蓋

裂、その他に波状肋骨）の発生率に有意な増加を認めた 28) 。この結果から、NOAEL を母

マウスで 2,580 mg/kg/day、胎仔で 1,030 mg/kg/day とする。 

 

イ）Sprague-Dawley ラット雄 10～20 匹、雌 20～40 匹を 1 群とし、0、60、250、500 ppm の混

合キシレン（o-体 20％、m-体 44％、p-体 20％、エチルベンゼン 13％、トルエン 2％）を交

尾前 131 日間及び交尾期間、毎日吸入（6 時間/日）させ、交尾後の雌は妊娠期間 20 日間、

授乳 5 日から授乳 20 日までの授乳期間を通して吸入させた試験では、0、500 ppm 群の一

部を妊娠 21 日で安楽殺して胎仔の検査などを行った。また、0、500 ppm を雄のみ、雌のみ

に曝露する群を設けて同様に試験を行った。この結果、各群の生殖・発生の各種指標に影

響はなく、奇形や変異の発生率の増加もなかった 29) 。この結果から、NOAEL を 500 ppm

（曝露状況で補正：125 ppm (543 mg/m3)）以上とする。 

 

ウ）Sprague-Dawley ラット雌 26 匹を 1 群とし、0、100、400 ppm の混合キシレン（o-体 11％、

m-体 52％、p-体 0.31％、エチルベンゼン 36％）を妊娠 6 日から妊娠 15 日まで吸入（6 時間

/日）させた結果、各群に死亡はなく、一般状態や体重、剖検の所見にも影響はなかった。

また、着床数や吸収胚数、同腹仔数、胎仔の生存数や体重などにも影響はなく、奇形の発生

率の増加もなかった 30) 。この結果から、NOAEL を 400 ppm（曝露状況で補正：100 ppm 

(434 mg/m3)）以上とする。 

 

エ）CFY ラット雌 20～23 匹を 1 群とし、0、250、1,900、3,400 mg/m3の混合キシレン（構成

成分不明）を妊娠 7 日から妊娠 15 日まで連続吸入させた結果、3,400 mg/m3 群の 1 匹が死

亡し、胎仔では 250 mg/m3以上の群で骨化遅延、3,400 mg/m3群で死亡又は胚吸収、低体重、

過剰肋骨の発生率に有意な増加を認めた。CFLP マウス雌 15 匹を 1 群とし、0、500、1,000 

mg/m3を妊娠 6 日から妊娠 15 日まで吸入（(3×4 時間)/日の断続曝露）させた結果、胎仔で

は 1,000 mg/m3群で低体重、骨化遅延の発生率に有意な増加を認めた。New Zealand 白ウサ

ギ雌 10 匹を 1 群とし、0、500、1,000 mg/m3を妊娠 7 日から妊娠 20 日まで連続吸入させた

結果、1,000 mg/m3群では 3 匹が死亡、6 匹が流産、1 匹が全胚吸収を生じ、生存胎仔はゼロ

であった。500 mg/m3群では胎仔（雌）の体重は有意に低かったが、わずかな差であった 31) 。

これらの結果から、ラットで LOAEL を 250 mg/m3、マウスで NOAEL を 500 mg/m3（曝露

状況で補正：250 mg/m3）、ウサギで LOAEL を 500 mg/m3とする。 

 

オ）Sprague-Dawley ラット雌 25 匹を 1 群とし、0、3,500、7,000 mg/m3の p-キシレンを妊娠 7

日から妊娠 16 日まで吸入（6 時間/日）させた結果、7,000 mg/m3 群で体重増加の有意な抑

制を認めたが、産仔数や仔の体重、生存率に影響はなかった。また、その後の仔の成長、八

方向迷路試験や音響驚愕反応試験の成績にも影響はなかった 32) 。この結果から、NOAEL

を母ラットで 3,500 mg/m3（曝露状況で補正：875 mg/m3）、仔で 7,000 mg/m3（曝露状況で補

正：1,750 mg/m3）以上とする。 
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カ）CFY ラット雌 15～30 匹を 1 群とし、0、150、1,500、3,000 mg/m3の各異性体を妊娠 7 日

から妊娠 14 日まで連続吸入させた結果、m-体の 3,000 mg/m3群で 4/30 匹の死亡と体重増加

の有意な抑制、o-体の 150 mg/m3以上の群で肝臓相対重量の有意な増加を認めた。また、o-

体の 3,000 mg/m3群の 2/20 匹で全胚吸収、m-体の 3,000 mg/m3群で着床数の有意な減少、p-

体の 3,000 mg/m3群の 7/20 匹で全胚吸収、吸収胚発生率の有意な増加を認めた。胎仔では、

o-体の 1,500 mg/m3以上の群で低体重、3,000 mg/m3群で骨化遅延、m-体の 3,000 mg/m3群で

低体重、過剰肋骨、p-体の 150 mg/m3 以上の群で骨化遅延、3,000 mg/m3 群で低体重、過剰

肋骨の発生率に有意な増加を認めた 33) 。この結果から、母ラットの LOAEL を o-体で 150 

mg/m3、NOAEL を m-、p-体で 1,500 mg/m3、胎仔の NOAEL を o-体で 150 mg/m3、m-体で

1,500 mg/m3、LOAEL を p-体で 150 mg/m3とする。 

 

キ）Sprague-Dawley ラット雌 20～26 匹を 1 群とし、0、100、500、1,000、2,000 ppm の各異性

体又は混合キシレン（o-体 21％、m-体 44％、p-体 14％、エチルベンゼン 15％）を妊娠 6 日

から妊娠 20 日まで吸入（6 時間/日）させた結果、各群で死亡はなく、各異性体及び混合キ

シレンの 1,000 ppm 以上の群で体重増加の有意な抑制を認めたが、妊娠率や黄体数、着床

数、生存胎仔数、吸収胚などの発生率に影響はなかった。胎仔では o-体の 500 ppm 以上の

群で低体重、2,000 ppm 群で骨格変異（主に骨化遅延）、m-体の 1,000 ppm 以上の群で低体

重、2,000 ppm 群で骨格変異（主に骨化遅延）、p-体の 1,000 ppm 以上の群で低体重、2,000 ppm

群で骨格変異（主に骨化遅延）、混合キシレンの 500 ppm 以上の群で低体重の発生率に有意

な増加を認めたが、性比や奇形の発生率に影響はなかった 34) 。この結果から、母ラットの

NOAEL を o-、m-、p-体及び混合キシレンで 500 ppm（曝露状況で補正：125 ppm (543 mg/m3)、

胎仔の NOAEL を o-体及び混合キシレンで 100 ppm（曝露状況で補正：25 ppm (109 mg/m3)、

m-、p-体で 500 ppm（曝露状況で補正：125 ppm (543 mg/m3)）とする。 

 

ク）Sprague-Dawley ラット雄（匹数不明）に溶媒（コーン油）又は、0.5、1.5 mL/kg/day の o-

キシレン（本物質：コーン油が 1：3 の混合物）を 2 日間腹腔内投与し、5 週間後に精子異

常性を調べた。20～24℃の室温条件下での飼育では、ラットの精巣で精子形状異常を誘発

しなかったが、24～30℃の高温条件下で飼育すると 0.5 mL/kg/day 群で精子形状異常が対照

群と比較し有意に増加したことから、温度との相乗効果と考えられた 35) 。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）ボランティア 6 人に混合キシレン（o-体 8％、m-体 65％、p-体 8％、エチルベンゼン 19％）

を吸入させた試験の結果、臭気閾値は 4.5 mg/m3（1 ppm）であった。また、7 人に 460、1,000、

2,000、3,000 mg/m3を 15 分間吸入させた試験では、1,000 mg/m3以上で眼の刺激や流涙、め

まいを感じたという訴えがあり、460 mg/m3が感覚閾値と考えられた 36) 。 

 

イ）ボランティア 15 人に 0、435、1,300 mg/m3の混合キシレン（o-体 12％、m-体 54％、p-体

13％、エチルベンゼン 21％）を 70 分間吸入させ、曝露期間の後半 35 分間に 5 種類の検査

（単純計算、単純反応時間、選択反応時間、短期記憶、点滅刺激融合閾値）を実施した結
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果、いずれの試験も曝露による影響はなかった。しかし、このうち 8 人を対象にして 1,300 

mg/m3 曝露の前半 30 分間に軽運動（100 W）をさせた後に実施した検査では、単純計算、

短期記憶、選択反応時間の成績が有意に低下した 37) 。また、ボランティア 10 人に 434 mg/m3

の混合キシレンを 4 時間吸入させて実施した試験でも、単純反応時間、選択反応時間の成

績が有意に低下した 38) 。 

 

ウ）市民病院の検査室の流し台に廃棄された 1 L のキシレンが換気用ダクトを通って他の部

屋に流入して職員 15 人が曝露した事例では、15 人中 12 人が頭痛、10 人が吐き気、8 人が

眼の刺激、7 人が鼻又は喉の刺激、7 人がめまい又は立ちくらみ、6 人が嘔吐の症状を訴え、

2～48 時間持続した。また、14 人が症状発現の 15～30 分前に異臭を感じており、700 ppm

程度の高濃度で曝露されたものと考えられた 39) 。 

 

エ）イギリスでは 1961 年から 1980 年にかけてキシレンの吸入による産業中毒が 38 例報告さ

れており、昏睡、その他の中枢神経系症状（主に頭痛、めまい、錯乱）、呼吸器症状（主に

咳、息切れ、胸部絞扼感）、消化器症状（主に吐き気、嘔吐）が主な症状であった。また、

死亡した 1 症例では、肝臓と腎皮質のうっ血がみられた 40) 。 

 

オ）中国の工場でゴム長靴やプラスチック被覆電線の製造や印刷業務に従事し、キシレンに

曝露されていた労働者の調査を、個人サンプラーによる曝露データをもとに、溶剤曝露の

70％以上がキシレン曝露であった労働者 175 人（男性 107 人、女性 68 人）と非曝露の労働

者 241 人（男性 116 人、女性 125 人）を対象に実施した。曝露群、対照群ともに勤続年数

は平均７年であり、勤続期間中に職場内の変化がなく、年齢、飲酒の頻度、喫煙習慣が

同程度であった。労働者のキシレン曝露濃度は算術平均で 21 ppm、幾何平均で 14 ppm、

最大は 175 ppm であり、m-体が約 50％を占め、続いて p-体、o-体の組成であった。キシレ

ン曝露の労働者では眼の刺激、眼のかすみ、鼻の刺激、喉の痛み、味覚異常、めまい、浮遊

感、頭重感、頭痛の訴えが有意に多く、眼の刺激や喉の痛み、浮遊感の訴えは低濃度曝露群

（1～20 ppm）よりも高濃度曝露群（21 ppm 以上）でより高頻度にみられた。なお、肝機能、

腎機能に関する血液、血液生化学の検査では異常はなかった 41) 。この結果から、幾何平均

をとって LOAEL を 14 ppm（曝露状況で補正：2.8 ppm (12 mg/m3)）とする。 

 

カ）中国の工場でキシレンとトルエンに曝露されていた労働者 233 人と非曝露の労働者 241

人の調査では、時間加重幾何平均濃度と最大濃度はキシレンで 4 ppm、103 ppm、トルエン

で 3 ppm、203 ppm であり、中枢神経系及び粘膜刺激に関する自覚症状の種類と頻度はキシ

レン、トルエンの単独曝露群で報告のあったものと同様であった。また、血液、血液生化学

の検査結果には顕著な変化はみられなかった 42) 。 

 

キ）西ドイツの工場でスプレー塗装工として 10～44 年間従事し、本物質を含む溶剤に曝露さ

れた労働者 83 人と対照群 42 人を対象とした調査では、曝露群の労働者でうつ病の徴候、

興味・集中力の喪失が有意に高い頻度でみられたが、心理テストや作業検査、脳萎縮を調

べた CT 検査の結果に異常はなかった 43, 44) 。なお、労働者は 20 種類を超える溶剤に曝露さ
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れていたことからキシレン曝露との関連は不明であった。 

 

ク）約 21％の p-キシレンを含む混合キシレンに曝露されたチリの医療従事者 30 人と、年齢・

性別・教育レベルによってマッチさせた未曝露の対照者 30 人の聴力を調査した。曝露群と

対照群のいずれも 85 dBA を超える職業騒音曝露の経験はなかった。曝露群の作業場におけ

るキシレン濃度は平均 36.5±66.6 mg/m3（範囲 8～217 mg/m3）であり、曝露は断続的かつ変

動的であった。また、曝露群の一部は過去に他の医療検査室でのキシレン曝露経験があっ

たが、その曝露についての測定データはなく、自己申告に基づいて推測されている。平均

曝露年数は、11.8±10.5 年（範囲 2～29 年）であった。 

曝露群の尿中メチル馬尿酸濃度はクレアチニン 1g 当たり 216.3±44.2 mg（範囲 24～2,237 

mg）であり、この濃度に曝露年数を乗じて、メチル馬尿酸を基にキシレンの累積曝露量を

推定した。さらに、この累積曝露量に応じて、曝露群を低曝露群（平均 96.8±26.36 mg・年

(範囲 48～133 mg)）、中等度曝露群（平均 435±290 mg・年(範囲 144.5～1,150 mg・年)）、高

曝露群（平均 5,630±3,150 mg・年(範囲 2,072～ 12,267 mg・年)）の 3 つに分類した。また、

対照群の参加者もそれぞれの曝露群に対応する年齢でマッチさせて 3 つのサブグループに

分けた。 

聴力検査の結果、キシレン曝露群は純音閾値、ピッチパターンシークエンステスト、二分

音節テスト、騒音下での聴力検査、聴性脳幹反応のいずれにおいても対照群よりも悪い結

果を示した。年齢で調整した分析では、累積キシレン曝露量が多い参加者は、少ない参加

者よりも聴力検査の結果が悪化していることが確認された。尿中のメチル馬尿酸濃度と純

音閾値（2～8 kHz）との間には有意な相関が認められた。 

著者らは、過去の曝露評価が自己申告に依存していることや、中枢聴覚神経系の影響に用

量依存性がみられなかったことから、本研究の結果から安全な曝露閾値を設定することは

困難であるとしている 45）。 

 

ケ）米国の一般市民を対象とした大規模なコホート研究である国民健康栄養調査（NHANES）

をのデータを用いた横断研究が実施されている。このうち、本物質の血中濃度と COPD46, 47)

及び難聴 48)の有病率が有意に相関していることが報告されている。これらの解析では、共

存する他の VOC 血中濃度との間にも有意な相関が見られており、また、曝露評価が血中濃

度のみであり、大気等の環境媒体中の濃度については示されていないことに留意が必要で

ある。 

 

コ）日本における子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の詳細調査参加者

約 5,000 人を対象に、1 歳 6 ヶ月時と 3 歳時で測定した室内空気汚染物質濃度と質問票で得

られた精神神経発達指数（ASQ-3 スコア）との関連について解析した。本研究におけるキ

シレン濃度は、m,p-キシレンが中央値 3.4 µg/m3（範囲 0.2～210 µg/m3）、o-キシレンが中央

値 1.2 µg/m3（範囲 0.1～98 µg/m3）であった。 

個別の物質と ASQ-3 スコアの関連を調べる解析では、3 歳時の m,p-キシレンへの曝露は、

コミュニケーション、微細運動、及び ASQ 総合得点の低下と関連しており、 3 歳時の o-

キシレン曝露は、コミュニケーション、粗大運動、微細運動、ASQ 総合得点の低下と関連
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していたが、他の物質と ASQ-3 スコアとの関連はみられなかった。一方、すべての汚染物

質と ASQ-3 スコアとの関連について重み付き分位数合計回帰（WQS）モデルを用いて解析

した結果、3 歳時点での室内汚染物質濃度指標（WQS 指標）が高いことと粗大運動スコア

の低下について関連があり、影響の強さの割合（WQS 重み）としてベンゼン（34％）、トル

エン（26％）、o-キシレン（14％）及びエチルベンゼン（10％）等が寄与していた。長期的

影響の解析では、室内キシレン濃度（1 歳 6 ヶ月時と 3 歳時の幾何平均）が高いことと ASQ-

3 スコアのうち粗大運動に関するスコアが低いことについて関連がみられた。ただし、著者

らはこの研究の限界として、未測定の交絡が残っている可能性があること、1 歳 6 ヶ月時と

3 歳時点での 2 回の 1 週間の曝露測定という限定された測定であること、出生前の測定が

ないため胎児期の影響が検討できていないこと、検査項目である発達やその他の情報は自

記式質問票によるものであること、WQS モデルでは混合物質の影響について曝露間の相互

作用が考慮されていないこと等を挙げており、今後のさらなる研究が必要であるとしてい

る 49）。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2

に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 

WHO IARC (1999) 3 ヒトに対する発がん性については分類できない 

EU EU －  

 EPA (2003) ヒトに対する発がん性の評価を行うにはデータが不十分 

USA ACGIH (2021) A4 ヒトに対する発がん性物質として分類できない 

 NTP － 

日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 遺伝子傷害性に関する知見 

ア）in vitro 試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらず o-キシレン 50, 51, 52) 、m-

キシレン 50～53) 、p-キシレン 50～54) はいずれもネズミチフス菌で遺伝子突然変異を誘発しな

かったが、S9 無添加のヒト末梢血リンパ球で DNA 傷害を誘発した 55) 。 

混合キシレンは S9 添加の有無にかかわらずネズミチフス菌 56, 57) 、酵母 56) で遺伝子突然変

異、ネズミチフス菌 58) 、大腸菌 59, 60) 、枯草菌 61) で DNA 傷害を誘発しなかった。S9 添加

の有無にかかわらずマウスリンパ腫細胞（L5178Y）で遺伝子突然変異 56) 、チャイニーズハ

ムスター卵巣細胞（CHO）で染色体異常 62) 、姉妹染色分体交換 62) を誘発せず、S9 無添加

のヒト末梢血リンパ球で染色体異常 63) 、姉妹染色分体交換 63, 64) を誘発しなかった。S9 無

添加のサルアデノウィルス SA7 シリアンハムスター胚細胞で形質転換を誘発しなかった 65) 。 
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イ）in vivo 試験系では、o-キシレン、m-キシレン、p-キシレンはいずれも腹腔内投与したマウ

スの骨髄細胞で小核を誘発しなかった 66) 。 

混合キシレンは腹腔内投与したマウスの骨髄細胞で染色体異常 56)、吸入曝露したラットの

骨髄細胞で染色体異常 67) 、ヒトの末梢血リンパ球で姉妹染色分体交換 64, 68, 69) を誘発しな

かった。 

 

③ 実験動物に関する発がん性の知見 

ア）吸入曝露による発がん性に関する知見は得られなかった。 

 

下記は経口投与による発がん性に関する知見である。 

イ）Fischer 344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、250、500 mg/kg/day の用量で混合キシレン

（o-体 9％、m-体 60％、p-体 14％、エチルベンゼン 17％）を 103 週間（5 日/週）強制経口

投与した結果、500 mg/kg/day 群の雄で 59 週以降に体重増加の抑制がみられ、生存率が有意

に低下した。一般状態に影響はなかった。 

発がん性については、250 mg/kg/day 以上の群の雌雄で腫瘍の発生率に有意な増加はなかっ

た。 

非腫瘍性の影響については、剖検や病理組織学的に異常はなかった 22) 。これらの結果から、

NOAEL を雄で 250 mg/kg/day（曝露状況で補正：179 mg/kg/day）、雌で 500 mg/kg/day（曝露

状況で補正：357 mg/kg/day）とする。 

 

ウ）B6C3F1 マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、500、1,000 mg/kg/day の用量で混合キシレン

（o-体 9％、m-体 60％、p-体 14％、エチルベンゼン 17％）を 103 週間（5 日/週）強制経口

投与した結果、各群の生存率や体重に影響はなかった。 

発がん性については、500 mg/kg/day 以上の群の雌雄で腫瘍の発生率に有意な増加はなかっ

た。 

非腫瘍性の影響については、1,000 mg/kg/day 群の雌雄で投与後 5～30 分に自発運動の亢進

がみられ、4 週から 103 週まで一貫してみられた。しかし、剖検や病理組織学的に異常はな

かった 22) 。これらの結果から、NOAEL を雌雄で 500 mg/kg/day（曝露状況で補正：

357 mg/kg/day）とする。 

 

エ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 40 匹を 1 群とし、0、500 mg/kg/day の用量で混合キシレン

（組成不明）を 104 週間（4～5 日/週）強制経口投与し、141 週まで飼育した結果、投与群

でジンバル腺がん、口腔がん、白血病の発生率が増加したという報告 70, 71) があったが、腫

瘍の病理学的な報告が不完全であること、異なる種類の腫瘍を組み合わせていることなど

の問題点を IARC は指摘している 72) 。 

 

④ ヒトに関する発がん性の知見 

ア）芳香族炭化水素化合物（スチレン、トルエン、キシレン）に曝露されたフィンランドの労

働者 5,301 人（男性 3,922 人、女性 1,379 人）を 1973 年から 1992 年にかけて追跡した調査
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では、キシレン曝露による発がんリスクの増加はみられなかった 73) 。 

 

イ）カナダのモントリオールで 15 種類のがん患者 3,730 人と対照群 533 人を対象とし、1979

年から 1986 年にかけて実施した症例対照研究では、キシレン曝露者のオッズ比は結腸がん

（5.8、95％CI: 1.5～22.0）、直腸がん（2.7、95％CI: 0.9～8.3）で高かったが、症例数が少な

く、さらなる調査が必要であった 74) 。 

 

ウ）カナダのモントリオールで 2005 年から 2009 年の間に前立腺がんと診断された 75 歳以下

の患者 1,920 人と年齢でマッチさせた対照群 1,989 人を対象として実施した症例対照研究で

は、キシレン曝露と前立腺がんの間に明らかな関連はなかった 75) 。 

 

エ）イランのテヘラン市で 2014 年から 2016 年に肺がんと診断されてがん登録された患者

1,850 人の居住地情報と市内 22 地区における大気汚染物質濃度（PM10、SO2、NO、NOX、

ベンゼン、トルエン、エチルベンゼン、キシレンの各異性体）に基づき、大気汚染物質と肺

がん発症との関連を回帰分析モデルで検討した結果、肺がんの発症率はベンゼン、トルエ

ン、エチルベンゼン、キシレンの各異性体との有意な関連がみられ、それらの合計濃度

（BTEX）とも有意な関連がみられたとした報告があった 76) 。しかし、生態学的研究であ

るため、因果関係は不明であることに注意が必要である。 

 

オ）米国のメイン州、バーモント州、ニューハンプシャー州に在住し、2001～2004 年の間に

膀胱がんと診断された 30 歳から 79 歳までの症例 1,182 例と 1,408 例の対照について、有機

溶剤への職業曝露と膀胱がんのリスクを評価した症例対照研究が実施された。有機溶剤へ

の曝露は、職務曝露マトリックス（CANJEM）を用いて定量的に評価し、ベンゼン、トルエ

ン、キシレンの各溶媒及び複合曝露（BTX）と膀胱がんの関連を回帰分析モデルで検討し

た結果、ベンゼン、トルエン、キシレンと膀胱がんにはそれぞれ有意な関連がみられ、累積

BTX 曝露については統計学的に有意な曝露反応関係が観察された。しかし、特定の有機溶

剤への曝露が、単独または併用で膀胱がんの発症リスクに果たす役割に関する証拠は限定

的であり、今後、BTX 及び他の有機溶剤の発がん性、特に同時曝露の膀胱がん発生に対す

る評価が必要であるとされた 77)。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断でき

ない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基

づき無毒性量等を設定することとする。 

吸入曝露については、ヒトへの影響オ）に示した疫学調査から得られた LOAEL 14 ppm（眼

や鼻の刺激、中枢神経系への影響）を曝露状況で補正して 2.8 ppm とし、LOAEL であること

から 10 で除した 0.28 ppm（1.2 mg/m3）が信頼性のある最も低濃度の知見と判断し、これを無
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

毒性量等に設定する。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 

○ 吸入曝露 

【予測最大曝露濃度に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 

吸入曝露については、一般環境大気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 1.5 µg/m3 程

度、予測最大曝露濃度は 8.0 µg/m3程度であった。無毒性量等 1.2 mg/m3と予測最大曝露濃度

から求めた MOE は 150 となる。 室内空気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 

6.2 µg/m3 程度、予測最大曝露濃度は 140 µg/m3程度であった。無毒性量等 1.2 mg/m3と予測

最大曝露濃度から求めた MOE は 9 となる。 

このため、健康リスクの判定としては、本物質の一般環境大気の吸入曝露については、情

報収集を行う必要性は低く、室内空気の吸入曝露については詳細な評価を行う候補と考えら

れる。 
 
 

表 3.3 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 1.5 µg/m3程度  8.0 µg/m3程度 

 1.2 mg/m3 ヒト 
150 

室内空気 6.2 µg/m3程度 140 µg/m3程度 9 
 

 

 

 

 

 

 

【総合的な判定】 

化管法に基づく 2022 年度の大気への届出排出量をもとに推定した高排出事業所近傍の大

気中濃度（年平均値）の最大値は 200 µg/m3であったが、参考としてこれと無毒性量等 1.2 mg/m3

から算出した MOE は 6 となる。 

したがって、総合的な判定としては、本物質の一般環境大気からの吸入曝露については、

健康リスクの評価に向けて吸入曝露の情報収集等を行う必要性があり、室内空気の吸入曝露

については、詳細な評価を行う候補と考えられる。なお、室内空気については、国内の調査に

おいて、本物質への曝露と、小児の神経発達との関連が示唆されていることにも留意が必要

である。 

 

（5）前回と今回の評価の概要 

前回（パイロット事業）の健康リスク評価では、経口曝露と、吸入曝露の健康リスク評価を

行った。今回は、ヒトの健康について水質汚濁に係る要監視項目の指針値が設定されている

ことから、経口曝露の初期評価については対象外とした。 
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吸入曝露の健康リスク評価において、前回は、ヒトの横断研究において、中枢神経系の自

覚症状がみられた算術平均濃度に基づき無毒性量等を設定した。しかし、疫学調査における

曝露評価は幾何平均濃度を取ることが一般的であることから、今回は同じ知見から幾何平均

濃度を採用するように変更した。また、連続曝露の補正係数についても、前回は週 5 日、1 日

当たり 8 時間の勤務を考慮して連続曝露に補正したが、第 4 次取りまとめ以降は、ヒトの知

見の連続曝露補正については、さらに休暇・祝日等を考慮した補正に変更になった。上記の

理由から、同じ有害性の知見に基づく評価ではあるが、前回の評価時よりも無毒性量等が小

さな値となった。 

なお、今回の健康リスク評価では、聴覚影響についての有害性の知見が追加された。しか

し、低い曝露濃度で影響がみられたヒトの知見については、過去の曝露評価が自己申告のみ

であること、及び、有害性影響に用量依存性がないなどの理由から、無毒性量等には採用し

なかった。 

吸入曝露における予測最大曝露濃度は、今回の評価では前回の評価時の値と比較すると、

一般環境大気では 1/14 程度、室内空気では 4 倍程度の値となった。 

MOE としてはそれぞれ 150、9 となり、前回の評価時の MOE と比較して一般環境大気では

8 倍程度、室内空気では 1/7 程度の値となった。 

化管法に基づく届出排出量をもとに推定した大気中濃度から算出した MOE は 6 となり、

低い値となった。 

そのため、総合的な判定は、一般環境大気については「情報収集等に努める必要性がある」

とされ、室内空気については「詳細な評価を行う候補となる」とされた。 

 

表 3.4  前回と今回の評価の概要（吸入曝露） 

  
前回の評価 
（パイロット事業） 

今回の評価 1) 
（第 23 次取りまとめ） 

無毒性量等 

生物種 ヒト ヒト 

エンドポイント 
眼や鼻の刺激、中枢神経

系への影響 
眼や鼻の刺激、中枢神経

系への影響 
無毒性量等(mg/m3) 2.2  1.2 2) 

予測最大曝露濃度 
環境大気(µg/m3) 115 8.0 
室内空気(µg/m3) 34 140 

MOE 
環境大気 19 150 
室内空気 65 9 

MOE による判定 3) 判定表記 4) 
▲(一般環境大気) 
▲(室内空気) 

○(一般環境大気) 
■(室内空気) 

総合的な判定 

化管法に基づく直

近年度の大気への

届出排出量から推

定した大気中濃度

(µg/m3) 

 200 

上記推定大気中濃

度 から 算出 し た

MOE 
 6 

判定表記 4)  
▲(一般環境大気) 
■(室内空気) 

注：1) 表中の網掛けは、前回評価結果からの変更箇所を示す 
    2) 今回の評価では、前回と同じ知見で得られた曝露濃度について算術平均ではなく幾何平均を

使用した。 
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3) 前回の評価では「評価結果」という項目名で表記されている 
4) ○：現時点では作業は必要ないと考えられる、 ▲：情報収集に努める必要があると考えら

れる、■：詳細な評価を行う候補と考えられる、 ×：現時点ではリスクの判定はできない 
5)表中において、斜め線は実施していないことを示す 
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